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わが国の行政手続法の動向
1.昭 和20年代において,わ が国におけるアメ リカの行政手続 を中心 とした行政手続 の研究は,紹
介的な性格のものであったが,昭 和30年代に入 ると,行政手続 の必要性が叫ばれ,そ の研究も一層盛
んになって きた。また,昭 和39年2月に,第 一次臨時行政調査会が行政手続法草案を答 申し,裁 判所
も個人 タクシー事件(東 京地昭和38,9,18判・判例時報349号12頁)や群馬中央バス事件(東 京地昭
和38,12,25判・行裁 例集14巻12号2255頁)などにおい て,行 政手続 の立 場か ら介入 し,学 界(昭 和
35年日本公法学会は行政手続 を主題 として取 り上げた)や 裁判所,行 政府 も行政手続の必要性に対す
る認識 を深 め るにいた った。
また,昭 和40年代 に入ると,行政法に関する著書においても,徐 々に行政手続 の必要性が説かれる
に至った。他方,昭 和40年以降の高度経済成長から派生した公害環境開題 の解決 を求 める住民意識が
高ま り,行政手続の理論が住民参加 とい う形で実践に移 されるようになった。
2.住 民参加 と行政手続の結合は,と くに昭和50年以降,行 政法の著書 において主張 されていると
いってよい。具体的 には,苦 情処理制度 とか情報公開 といった新 しい考 え方が導入 され,行 政手続を
踏 まえた新 しい:角度からの行政法の体系化も試みられるようになった。行政手続の問題 について,多
くの行政法の著書が一章を設けてとり扱 うようになってきたことは,行 政手続の理論が,立 法府,行
政府,司 法府 において,重 要な理論 として定着してきたことを物語 っている。
3.し か し,この ように,行 政手続の必要rに 対する認識が高 まったにもかかわず,行 政手続 に対
する法理論士の把握の仕方は,各 論者によって異なってお り,一定 していない。すなわち,ω行政手
続を行政庁が公権力を行使する場合に依拠すべき手続と解する論者,(2府政手続を行政庁が公権力を
行使する場合に国民の権利利益 を擁護す る手続であると解する論者,(3'.行政手続 を法律行為的行政行
為の原理 を補充するための手続 と解する論者,{4)行政手続を単に行政庁が行な う事前の手続であると
する論者,㈲ 行政手続 について定義することな く行政手続 とい う言葉 を使用 している論者など,一 定
していない。 しか し,ど の論者 も行政手続 ゐ要 件 として,{11告知(notice)と,(2聴聞(hearing)の機
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会 の供与,を 認 めてい る とい って よい。
この よ うに 「行 政手続 」 を どの よ うに把 握す べきか につ いては,見 解 の相違 が ある。
4.わ が国の行政法は,第2次 大戦後45年にして行政手続法を一つの重要な柱 とする新 しい理論の
確立の方向に向ってきている.す なわち,轍 は,わ が国の行政法学における行政実体法の盤 性 を
認めつつも,行政手続法の充実 を期することに一層努め,国 民の権利 ・利益 を擁i護す る行政法学へと
体質を改善 しなければならず,こ れが,「新しい司法国家における行政法理論」のあ り方 を決定 して
い くことにな る と思 われ る。
わが国において行政手続法が必要な理由
1.か つて明治憲法下において行政裁判所が設置 されていたが,そ の設置の理由は,(1司法権の行
政 に対す る干渉 を排除 し,行政権の独立を保持することと,②行政の技術性 を有する分野への司法官
の介入を排除することの ・点にあった。 しかし・ この行政裁半i法制 を裏 付 け る行政法齢 にやいて
は,オ ッ・トー ・マイヤ ーの理 論 に象徴 され るよ うに・行 政法 は・国家鰍 ・・樋 ・行 政権 の腿 的地
位の確謀を前提として国民 と国家 を対立せ しめ,国 民 を国家 に服従せ しめる関係 を規律する法 として
,
構成 されてきた。しかし,第2次 大戦の敗戦 を契機 とする連合軍の占領政策などによるわが国の司法
制度の改革に伴い,国 民主権,民 主主義,基 本的人権の尊重 といった国家統治の基本原則の変化によ
リ,行政法理論も司法国家 を前提 として新 しく構成 されなければな らなかったのである。
その新たな理論の形成に重要な役割 を果た したのが田中二郎博士であった・1司鮭 の行政難 論の
一つの特徴は,行政の聡 の講 の仕方に鰐 されているが・その行政法齢 は・糸渥 美灘 博士
が展開した国家 目的 を実現す るための法体系の理論 と本質的に異ならない。しか も,田 中博士が行政
の積極説 を主張 した蚕棚 的は,行 政事件に対する司灘 の介入を極力抑 えることにあった と思われ
る 。
このよ うなわが国の行政法理論の歩みは,基 本的には,国 家 目的を実現するための法体系 としての
行政法 と,'司灘 か らの独立を確保するための行酷 といった一つの流れ として把握することができ
る 。
しか し,日本国憲法が意図する民主主義を実現 し基本的人権の尊重 を確保 しようとす るな らば,国
'
民の権利.利 益の擁護のためのぞ〒政手続灘 腫 要であると考える・すなわち・ これ か らの行 政 法
理論の研究は,国 民の権利,利 益 を擁護するとい う行政手続法理論の立場 からなされなければならな
いo
この行政手続の研究に当 っては,現 在のわが国の行政手続法理論 に重大な影響 を及 ぼしているアメ
リカの行政法理論の実体を把握す ること力泌 要である・ とい うのは・国民の季髭剃 ・利益を擁 す るた
あに事前}と依拠すべき手続 とい う意味のぞ微 手続灘 論は・アメリカの行政法蝋 か ら生成 してきだ
か らで あ るか らであ る。
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アメリカ行政法と行政手続法
1.ア メリカの行政手続の問題 を考える前提として,行 政手続論が求められる背景 を考察 しておか
なければならない。それは行政制度の拡大に大きな原因がある。す なわち,現 在アメ リカ政府が行 っ
てい る行政 の諸分 野 の中で最 も重 点 を置いてい る施 策の一・つ は,巨 大な公共事業 で あ り,こ れ を どの
よ うに推進 してい くか とい うこ とが大 きな問題 となっている。 同時 に この よ うな政府 の施策 を実行 す
る には,政 府 による強 力 な規制 が必要 であるとい うこ とが一般 に認 め られ ている。 しか し,そ の政 府
の規制を容認する場合,特 別な規制は極力 これ を排除 し,規制の必要が客観的に容認 されるものにつ
いてのみ,政 府による規制 を認めるという考えが支配的である。このことは,政 府の規制権が今後増
大 し続 ける であろ うとい う予 測 を肯定 している。 この よ うな事 態は,20世紀初頭 の ア メ リカ社会 の変
化 と複雑化 とい う新 しい事態に対処するために政府の介入が必要であるとい う要求 となって現われて
きていた。 た とえば,有 名 な政 治家ElihuRootが1916年に アメ リカ弁護士協 会(AmericanBar
Association)に送 った文 書 の中 につ ぎの よ うな趣旨の言葉が あ った こ とに注 目してお きたい。 ここに
ア メ リカ行 政法理論 が構成 され て い く兆 しが あった と思 われ るか らで ある(4A.B.A.R.355,368-3G9
(1916))。す なわ ち,わ れわ れは前 進 しなけれ ばな らない,理 論上 認 めるか否か に拘 らず,行 政機関 の
権限の拡大 を容認せ ざるを得 ない状態にある,新 しい社会条件や産業条件の変化の下で,19世紀の時
代のような旧式の単純な立法府や裁裁所の手続により政府の施策が行われてはな らず,ま た,行 政庁
の違 法行 為 か ら 国民 の権利 を守 らなけれ ばな らない,と い うことがのべ られ ていた。 しか しElihu
Rootは,この新 しい行政権力が 全 く法的規制 を受けないならば 無責任な行政が行 われる危険がある
とい うことを強調し,国 民の権利が保護される正当な行政運営 を確保するためには,ま ず,公 務員が
その自己の行為に責任 を持 たなければな らない とのべてい る。 さらに,一定 の政府 を維持 しようとす
るならば,行 政機関は,自 己を規制する意思を持たなければならず,ま た,市 民が行政機関か ら不利
益を受けない権利 とはどのようなものであるかが明らかにされなければな らない,こ のような行政を
規制する法体系が整備 されなければならないにも拘 らず,し か し,それは,な お未完成であ り,不完
全 な状態 にある,と のべてい た。
2.こ の行政 を規制する法体系を整備 しなければならないとい う問題は,行 政の責任をどこまで明
確化すべきか とい う問題 としても抱えることができる。アメリカにおいて行政の責任の明確化が問題
とな った のは,第 二 次世界 大戦 が終 ってか らであ る。'また,ア メ リカにお いて,行 政 に関す る法領 域
が拡 大 し,そ の整備 が本格 的 に始 ま ったのは,1945年以降 である。 その後,公 務員 の行 為 を規制 しよ
うとする関心が高まるとともに,こ れに関連する専門書や専門的文献が多 く出版 ・発行 され,議 論 さ
れたが,こ の点 の研 究は,な お,特 殊 であ り,一般 的では なか った。 これ らの論文 におい ては,公 選,
非公選に拘 らず,全 て公務員は国民に責任 を負わなければならないとい う主張がなされていた。この
ような主張の意図は,行 政府の行為を規制しなければならないとするな らば,そ の規制のための機構
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や手段は どのようなものでなければならないか,ま た,そ れはどうすべきか とい う研究か ら始めなけ
れ ば な らない とい う点 にあ った。
3.ア メ リカにおいては,行 政処分 を規制する方式 として,まず行政官 を規制すべきであるとす る
見解が展開 された。すなわち,行 政処分を行 うのは行政官であるか ら,まず行政官の行為 を規制 しな
ければな らない とい う考 え方が強 く,このため,行政官の行為 を規制する方法 ・手段 の研究がまずな
されなければな らない とい う主張がなされたのである。
行政官 の行為を規制する手段 として,種 々の方法が考 えられているが,そ の規制方式 として,正式
の もの,略 式的な もの,ま た,機 構内部的のもの,慣 習的 に確立 されたものなど種々の方法がある。
また,ま ず,行 政機関内部における自己規制は,行政機関を構成する職員により行われている。そし
て,行政官を規制する場合,ど こに重点 をおいて規制すべ きかをめ ぐりジ行政官の行為の倫理性,道
義性 とい う倫理規範に重点 をおいて職務 を遂行すべきことを主張し,こ れが,行 政官の不正行為や違
法行為を規制する最良の方法であるとす る見解がある。 これに対 して,行 政官 を規制ずるための制廉
や機構 をもつ ことこそが,効 率的な合理的な手段であ り,これこそが,最 良の手段 ・方法であると主
張する見解 もある。
わが国の行政法では,行 政庁の行 う行政処分 を中心 として,そ の処分の適法性が問題 とな り,その
9
処分を下す公務員の責任 ないしは公務員の行為 を規制す る:方法はどうあるべきか,と いった点が問題
とされ るこ とは少 ない と思 われ る。 すなわ ち,わ が国 におい ては,行 政処 分 の成 立要件 として,主 体,
内容,手 続,形 式の四つの要件が要求 されてきた。しかし,こ れは公定力を中心 とした行政庁 自らを
規制する要件として把握 され,こ のような行政処分 を行 う公務員の行為 公務員 と国民 との関係,行
政処分が決定 されてい くに当っての公務員の国民に対す る責任 といった点か らの考察は欠如 していた
¶
といってよい。この点がアメリカ行政法とわが国の行政法 との重要な相違点ではないか と考える。
4.ア メ リカの法制度を考察す る場合,憲 法の起草者かどのような認識 の下に憲法 を作成 しよ うと
したか,ま た,ど の よ うな国家 を創設 しよ うとしたか,ま た公務 員 をどの よ うに位 置 づ けよ うとした
か を考えてお く必要がある。アメリカの憲法制度の確立に当たっては,行 政が恣意的に行われてきた
のではないか とい う認識の下に,そ のような恣意的な行政が行われないよ うにするためにはどのよう
・な制度が必要か とい う実際的な立場か ら,公務員の規制などを考えていた ということができる。
事実,ア メリカ.においては,伝 統的に,立 法府,裁 判官及び大統領は公務員に対 し,比較的厳 しい
曜
規制 を行 っ てきた とい うこ とがで きる。 これ は,ま た,マ ス ・コ ミや世論 による規制 に裏 付け られ る
場合も多いことが指摘 されている。
責任ある行政と行政官の行為
1.ア メ リカにおいて,責 任 あ る行政 とは どの よ うな ものであ るかについ て考 える場合 まず問題 と'
なるのは,(1;行政 を執行する行政官にどのようにして責任ある行政を遂行せしめるか とい う問題,{2)
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責任 ある行政を遂行す る行政官の行為を機構上 どのように規制 してい くべ きか とい う問題,{3)連邦議
会は行政官の責任ある行政の遂行についてどのように介入 しているかとい う問題{41行政官にどの よ
うな手続 を遵守 させれば責任ある行政を行わせることができるかとい う問題 などである。
本 研究 で は,こ の うち,(1)および(4}の問題 を取 りあげて考察 した。す なわ ち,「責 任行 政 と行 政官
の職務執行行為」 とい う観点から検討 を加 えた。アメ リカにおいて,行政組織が拡大するに伴い,行
政官の職務執行が無責任 になされているとい う批判があった。行政官の職務執行が無責任 になされて
いるとされる場合 として,つ ぎのような点があげられている。ずなわち,行 政官が職務 を執行す る場
合,(11裁量 権 を濫用す る,〔2)恣意的,独 断的 な決定 を行 う,(3行政決定 を行 うに当 って,そ の事 案 の
:事実 と理由を無視する,{4旛法上,法 令上の指示に反す る行為を行 う,(5)確立された正当手続の基準
に違反す る,{6}権行 為 を行 う,{7)一定 の合理 的期間 内に行 政 を執 行 しない,と い うよ うな行動 が責
任 ある行政 を行 っていな い事 由 として指 摘 され ている。
2.行 政官が責任ある行政 を執行 しているか否かの点については,裁判所による司法審査 の対象 と
されなければならない。すなわち,裁 判所は,ω 法律問題の審査,{2癒法及び法律の規定の解釈,〔2}
行政機関の行為の適否の決定,を 行 う。
また,裁 判所 は,ω 行政機関に対 し行政行為の執行命令 を下すこと,{2;田行政機関の裁量権の濫用
行為,㈹ 憲法上保障 された権利に違反す る行為,偉府 政機関の管轄権外の行為,面 法律 上 の手 続 違
反,(v.実質的証拠違反行為,圃 事実の証明のない行為,な どを取 り消すことによって行政機関の行政
官 の行為 につ いて介入 す る ことが認 め られてい る。 したが って,行 政法の 中心課題 は,専 ら,ど の よ
うな方法 を採用すれば行政官が違法な行政行為を行わず国民 に対し責任ある行政 を行 うことができる
か とい う点 に焦 点 をあて て論 じられて い るとい ってよい。
3.ア メリカにおいて行政機関を規制す る有力な規制機関 として,連邦議会がある。連邦議会め行
政府 に対する監視機能が厳 しす ぎるとい う批判があるにもかかわらず,行 政機関に対する最 も効果的
な規 制手段 は,連 邦議 会 による厳格 な監視権 の発動 で ある といわれ てい る。JamesW.Feslerによる
と,連邦議会の行政機関に対する監督権は,無責任な行政行為 を全 て調査するものであり,できる限
り,無責任な行政行為 を是正することを目的 とする。しかし,連邦議会は,行 政官 をつねに監視 して
いるわけではない。連邦議会が行政官 をつねに監視し,勧 告 し,警告を発するならば,正常な行政運
営 は阻害 され るこ とにな る。
Feslerは,連邦議会 は,行 政 機関 に対 し,つ ぎの三つの一般 的 な勧告 機能 を有 してい る と述べ てい
る。すな わち,第 一 は,国罠 か らの不服 申立 て に基づ いて,行政機関 に対 し勧告 す る監督機能(reactive
monitoring)である。 この監督 権は,議 会 の積極 的 な監督 手段 の一つ である とされ ている。 議会 は,
行政機関の権限の行使について不満 を抱いている国民からの申し立てに基づいて,監督権を発動する
の で あ る。
第二 は,一 定 の事 例 を挙 げて,行 政機 関の行為 を是 正す る措置 をとらせ よ うとす る方 法(samP1董ng
monitoring)であ る。 連邦議 会 の この監督 権 は,行 政権 を適切 に執行 してい ないあ る特定の行政機 関
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に対し,そ れを是正するための理 由を事例によって示 して是正 させ ようとするものである。
第三 は,直 接 的勧告的 機能(concentratelmonitoring)であ る。 これは,適 切 で ない行 政処分 が行
われ ることが予測 されるような行政計画などについて,直 接監督権 を発動して計画の変更 を求めるも
の で あ る(JamesW.Fesler,Pabl三cAdministration,TheoryandPractice,PP・313-314.)。
連邦議会は,行 政機関に対するこのような勧告的監督権 を行使 しうるにもかかわ らず,実 際には,
必ずしもこのような厳格な監督機能 をつねに行使しているとはいえないとい う批判がある。
4.さ らに,連 邦議会の行政機関に対する規制は,〔1)財政的な立場からの責任の追及,12⊃行政決定
手続 についての責任の追及,{3}行政計画決定手続についての責任の追及の三点からな されてきた。し
か し,最近,連 邦議会は,第 四の方法すなわち行政府 の組織 責任 とい う立場から行政府の責任 を追及
す る方法 を主 として採用 している。い うまで もな く,行政府に対する立法府 の監督の 目的は,行 政機
関が効果的に,公 平に権限 を行使 しているか否かを確認することである。
このような立法府 と行政機関 との関係か らして,ア メ リカ行政法の研究の焦点は,主 として,行 政
機 関が採用 している行政手続が妥当であるか否か,公 正であるか否か,適 法であるか否か とい う問題
聾
に向 け られ てい る とい って よい 。
5.連 邦議会は,行 政官が執行する財務行政の面や行政手続の面を監視するのみでな く,行政機関
■
が樹立する行政計画が どのような効果をもた らすかとい うことについてまで関心をもってお り,行政
言柄iが法律の意図する政策 目標 を完全に充足 しているか,ま た,そ の行政計画が行政全体にどのよう
な影響 を及ぼすか とい う点についてまで介入してきている。行政計画の目的を達成す るには,行 政組
織上,他 の行政計画 に対 して悪影響 を与えないか否かとい う点が問題 になる。た とえば,行 政計画 に
は,警 察公共 の安全,公 衆衛生などの分野の計画があるが,こ の計画が社会に対しどの ように貢献す
し
るかとい う点,ま た行政計画全体に対する費用,負 担額,行 政手続 という点から見た場合の妥当性 と
い う点 か ら検討 され ている のであ る。
連邦議会の このような行政に対する監督機能は,国 民生活に責任 を負 っているとい う理由で,行 政
に携わ っている各種 の行政官にも及んでいる。さらに乳政府 と契約 を締結 した り資金 を援助されてい
る私企業の職員 に対 しても,連 邦議会は監視を強めている。したが って,連 邦議会の行政機関に対す
る監督の方法は,従 来の監督の方法 とは変 ってきている。これは,従来の連邦議会の行政機関に対ナ
る監督機能 では不十分であるとい う認識に立 っているものである。
.
'
責任ある行政 と行政手続
1.ア メリカの行政機関の概念には,行 政府,行 政機関,行 政委員会,行 政局,行 政庁,行 政企業
局,行 政省,部 局,職 員等が含 まれる。しかし,これ らの用語は安易に,無原則 に使 わ れ て き たた
め,こ れ らの機関粗面の相違が明 らかでないことがある。
これ らの機関は,同 じよ うな職務 を遂行するために設置されたが,行 政機関の名称が,一 定の基準
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に従って定め られ ていないため,混 乱 している場合 もある。また,行 政機関の数だけを見てもアメリ
カの行政機 関についての正 しい認識 は得 られない。また,行 政機関は数が増加 しただけではな く,と
くにニュー ・デ ィール政策が実施 された1932年以降,そ の規模や範囲が拡大 したため,各 行政機関の
行政手続 も統一 を欠き,混 乱が生 じた。このため,行 政手続の統一 と司法審査方式による行政手続の
統 制 が 問題 となるにい たJ,結 局,1946年に連 邦行政手続 法(FederalAdministrativeProcedure
Act,APA)が制 定 され たので あ る。
この連邦 の行政手続法は,ア メリカにおいて行政府が実際に行 っている行政手続を立法化した もの
である といってよい。 しかし,最 近,こ の連邦の行政手続法を綿密に検討しなければな らないとい う
主 張 が な され てい る。
2.行 政手続法が制定 されたのは,民 主的な責任行政 を推進す るためであ り,同時に,行 政機関が
恣意的な行政処分 を行わない ように規制するためである。また,行 政手続法は,行 政決定過程を国民
の審査 に服 させ るとい う意味 において重要な法律:である。具体的には連邦議会の意図は法の支配の原
則 を行政決定過程に適用 し,違 法行政が行われない ようにし,行 政官の行為 を時代の要請に対応せ し
め ることにある。か くして,連 邦行政手続法(APA)の重要な 目的は,行 政が民主的な責任行政に基
づ い て行 われ るこ とを担 保す るこ とにある。
たとえば,(1)行政官 に対 し行政決定手続 またはその行政活動 を公開すべきことを求めること,〔2}規
則や命令の対象 となる相手方 に対 し,自 己を弁護する機会を認めること,131行政機関へ出頭を命ぜ ら
れ た者 に対 し,弁 護 人 に よ り弁 護 され,ま た,助 言 を うけ る ことを認 めてい る こと,{4}行政 官 に 対
し,未 整理 の調査資料 も関係当事者に開示することを強制していること,㈲特定事件について行政官
に立証責任 を負わせる こと,{6}利害関係人 に対 し行政機関の決定 に影響を及ぼすことを理由として情
報 を提供 させ,弁 論 を行わせる権利 を認 めること,(7)行政機関の決定について当該行政機関よりも上
級 の行政機関に不服申立がなされる場合,容 易に審査がなされるように,正 しい記録が保持 されるよ
うに求 め る こ と,{8〕行政 権内部 で の不服 申立 に よる救 済が与 え られ る こと,(9}より公平 な聴 聞 を確保
す るために行政事件 を審査する者 に準独立的な地位 を与 えること,圃行政処分について司法審査を認
め ること,ω}不当な行政裁量 を規制すること,な どの手段が行政手続法において認められている。
規則制定,命 令制定(裁 決),行政裁量及び行政処:分についての司法審査 に関する問題 は,行 政法
学者にとって極 めて:重要 な中心的な課題である。しかし,こ の行政手続法の効 果については批判がな
いわけではない。すなわち,同 法には抽象的な規定が多いため,行 政官に裁量 の余地を多 く認めてい
るの では ないか とい う批 判 がな され ている。
3,ま た,ア メ リカの行政 に:おけ る最近 の変化 として,(11社会 的経済的危 機 を解決す るために,行
政官への信頼が増大したこと,{2}行政政策の作成 にあた り行政機関の役割が増大したこと一3府 政機
関の活動 を公開すべきであるとい う主張が増大したこと,(4;公権 と私権 との問の紛争ぶ増大している
こと,㈲公企業 を拡大する要求が認 められ るべきであるとい う主張が強 くなっていること,を指摘で
き る。
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このような行政の変化は,行 政法の分野にも反映してきているのである。た とえば,ω 行政機関に
より公布 された規則の急激な増大,(2?報の自由法及び議会公開法が制定 されたことに よる新たな紛
争 の発生,(31行政処分への国民参加 を認める新 しい法律の出現,(41行政訴訟が裁裁所に提起 された場
合 の当事者の保護規定の出現 などの点 に現われている。 この中で注 目すべき行政法上の課題は,情 報
自由法の制定である。
行政手続と情報公開法
1.ア メ 重力 の 「情 報 の 自由 に 関 す る法 律 」(FreedomofIn{ormationAct,Pub.L.N(L89-487,80
Stat,250(1966))一国民 が 自由に情 報 を入 手 で きるこ とを保障す る法丁 は,国 民 が まず国禁 の
情報に接近す ることができなければ,適切な責任行政は保障されない とい う考えに基 づいている。本
法 は,1946年の連邦行 政手続 法第3条 の改 正 として,1966年7月4目 に制定 され,1967年7月4日 か
ら施行 された。
1
2.1946年の連邦行政手続法 は,行政機関の情報を国民が入手 し易 くするための規定 を設 けていた
が,こ の規定においても,「公共の利益のため,秘 密を要するもの」お よび 「内部管理事項」 に つ い
ては,情 報の公開が免除 されてお り,また,公 式記録の利用関係については,「正当かつ直接 の 関係
人」に限 られてお り,また,「正当の理由に基づき秘密 を要する と認められる事項」は利用か ら除外
され ていた 。 このた め,政 府職 員 は,「公共 の利益 のた めの秘密」,「専 ら内部 管理 に 関 す る 事 項 」,
「相当の理 由に基づき秘密 を要する事項」 とい う抽象的概念を利用することによって秘密を保持 しよ
うとした。したがって,職 員がζれ らの理 由から情報の提供を差 し控えた場合,こ れに対し,国民 は
唖
司法的救済を求めることはできなか った。 このため,行 政庁の情報の公開は不 徹 底 で あった。そ こ
で,議 会 は1950年代 か ら調査 ・検討 を行 い,約10年 かか って,1966年の 「情報 の 自由に関す る法律 」
が制定 され るにいた った の である。
3.し かし,本 法については,そ の制定後 ω記録 の提供を求 めてもその回答が異 常 に遅 れ る と
か,{2識別 できる記録でない とい う理 由によって請求が拒否 されるとか,(3'.行政庁の安全保障上の秘
密区分のマー クが付せ られた文書については裁判所は審査することができないとい う最高裁判所の判
決 が下 され る とか,{4}取調 べの ための書類 で ある とい うこ とだ けで記録 を開 示 して もらえない とい う
ρ
よ うな事態が発生した。
'
このた め,連 邦 議会 は,・1974年11月21日,本法 の大 改正 を行 った。その改正 の 目的 は,{1}国民 の情
報 を入手す る憲法上の権利 を具体化すること,(2)政府 を国民に開放すること,(3)民主主義を維持する
こ と,,の3つ に あ っ た 。
G
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わが国の 「統一的行政手続法」
1.わ が国の 「統一的行政手続法」制定の動きは,連 合国総司令部の行政手続法の検討についての
示唆に基づいて1昭和25年10月に法制審議会行政手続法部会が設置 されたことか ら出発したのであ
る 。
しかし,そ れが具体的に統一的な法律草案 とい う形で条文化 されたのは,昭 和39年2刀の第一次臨
時行政調査会第三専門部会第二分科会による 「行政手続法草案」がはじめてであ り,その後,昭 和58
年li月に 「行政手続法研究会」による 「行政手続法」法律案要綱(案)が 発表 され,さ らに,平 成元
年10,月に同研究会の 「中間報告」として,「行政手続法(仮 称)要 網案」が発表 された。・
また,学 会においては,昭 和35年10月の 日本公法学会で 「行政手続法」 を主題 として研究討議がな
され,さ らに昭和59年10.月の 日本 公法学会 において,昭 和58年11月の研 究会 の第 一次草案 を踏 まえ
て,統 一的行政手続法 についての研究討議がなされた。
2.こ れ ら3つ の統一 的行政手 続法 案の起草 につい ては,つ ぎの よ うな特色 が あ った とい うことが
でき る。す なわち,'昭和39年の第一 次臨調 の 「草 案」 は,ill「国民 のた めの行政 の確立」 と,{2}現行
の行政手続の不備欠陥の是正 を目的 としていた。 しかし,鵡川一郎教授 は,そ の内容が余 りにも整然
とした大法典であり,行政庁側 にとっては行政の弾力的運用,能 率的な執行 とい う点か らすると近付
き難い 「行政手続法」であるとい うことで,受 け入れられなかったのではないか とい う趣 旨のヒとを
指 摘 され ていた。結局,こ の草案 は,具 体化 され なか った。
3.そ の後20年以上経過 し,昭和58年11月,行政手続法研究会は第一次草案 を発表 した。 この研究
会第一次草案は統一的行政手続法 を起草しても昭和39年の第一次臨調草案のよ うに実現 されないので
無意味であるとい うことを理由に,改 めて行政庁側の意図も配慮 して起草 され,全 文71条からなって
いた。この研究会の第一次草案は,昭 和39年の第一次臨調 の 「草案」が全文168条からなるものであ
った こと と対 比す る と,約100条ほ ど少 な くなって いる。
さらに,平 成元年10月に発表 された行政手続法研究会第二次草案は,全 文45条であ り,第一次草案
よ りも26カ条 少 な くな ってお り,条 文 の数 は昭和39年の第一一次 臨調 の 「草案 」の3分 の1に 減少 して
い る 。
4.以 上三つの 「統一的行政手続法」草案は,い ずれも 「第一次処分手続」を中心にしているが,
その時の社会的要請から,さ らに,特 別な手続の規制 についても規定 している。すなわち,昭和39年
の第一・次臨調の 「草案」は 「苦情処理手続」,昭和58年10月の行政手続法研究会の第一次草 案 は・命
令制定手続,計画手続(土地利用規制計画策定手続,公共事業実施計画確定手続)及び規制的行政指
導手続について規定 し,ま た,平 成元年10月の同研究会の第二次草案 は 「行政指導手続」について緯
足 している。これ らの分野は,従 来の美濃部,田 中行政法理論 の段階 においては,そ の実態はあった
にせ よ,ほ とん ど検討 され るこ との なか った分 野 であ る。
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わが国の情報公開法制
1.わ が国において 「国民の知る権利」が法理論上の問題 として本格的 に取 り上げ られ,論 議 され
るようになったのは,外 務省機密漏洩事件を契機 とする とい ってよい。そして,さ らにその後発生し
た ロ ッキー ド事件 や グ ラマ ン ・ダ グ ラス:事件が 「国民 の知 る権利 」 に対 す る関心 を一層高 めた ことは
否定 で きな い。
この頃か らわが国でも 「国民の知る権利」を前提 として情報公開法の制定の機運が高まり,昭和54
年9月 には自由人権協会が 「情報公開法案要綱」を発表 した。このような中央の動 きに対 し,地方公
共 団体において情報公開の動きが先行している。 この情報公開法制につ い て は,「国民の知 る権利」
を前提 とした情報公開と公務員の守秘義務 との関係,情 報公開 とプライバシーの関係が,わ が国にお
い ても.行政法学上の新 しい問題 として提起されてきていることを認識する必要がある。
「
2,外 務省機密漏洩事件に関し公務員 に記せ られてい る秘密保守義務 と国民の 「知 る権利」との関
・係 につい て法 的 に問題 とな る点 として,つ ぎの よ うな点 を指摘 で きる。
ω 実質的秘密説 をとっても,いかなる基準 によってある事項が 「秘密」に該当するかを明確にし
なければ,具 体的には形式的秘密説 と大 した相違がないのではないか。
(2}国家秘密が国の安全 などの重大な利益 にかかわ り,その秘密保護 の必要性 について高度に政治
的な判断が要求 されるようになればなるほ ど,そのような事案についての秘密の開示 または非開示 の
いずれが妥当かを決定する判断資料 を裁裁所がその審査過程においてどの程度入手できるか,ま た,
裁裁所が客観的にそれ を判定す る能力をもつか どうかとい う点が,問 題になる。結局は,行 政官の裁
量 にまか され,司 法 審査 に服 し得 ない こ とにな ろ うか。
(3)国家秘密 を保護することが必要であるとしてこれ を認めた場合,そ れが国民に利益 をもた らす
こ とにな る とい うことを,ど の よ うに して,だ れが,ど の程度立証 す るのか。
(4}国家秘密を理由に情報が制限されると,国民にタる国政のコン トロールは歪曲され,民 主制度
は十分な機能 を果たす ことができな くなる。開かれた政府において,秘 密保護の限界はどこに引かれ
るべ きで あろ うか。
㈲ 国民の知 る権利 とい う観念 を憲法上の権利 として認めた場合・基本権 としての言論の自由権の
中において,知 る権利の法的地位はどのようなものであろ うか。
㈲ 報道機関関係者は証拠物の提出命令を拒否することがプライバシーの権利 を守ることになると
判 断 した場合には,そ の提出命令 を拒否できるであろ うか。
{7}言論の自由や報道の自由について,単 に国家権力の国民生活への介入 を拒否するとい うだけで
は な く,行政機関の情報あ公開や提供 を国民が要求する権利 をも含 ませることができるであろうか。
讐
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むすび
アメリカの行政法は,州 際通商委員会な どのいわゆる行政委員会 を中心にして展開され,と くに,
ユ929年の世界恐慌 を克服するためのNewDeal政策の実施を契機 として拡大の一途 を辿 ったことは
周 知 の通 りであ る。
そこで注 目すべきことは,こ れ らの政策を法律 に基づいて実施 してい くのは行政官であるので,そ
の行政官の行為を規制する法 として行政手続法が必要 とな り,情報 自由法が必要 となっているとい う
こ と で あ る 。
わが国の場合,行 政官の行為を規制する行政手続法は未だ制定 されず,ま た,情 報公開法 も制定さ
れ ていない。むしろ,公 務員の守秘義務が強調 され,国 民 に行政官の行為に立ち入らせないようにし
ているのが,わ が国の行政の実態である。 ここに,ア メリ沁の行政法 とわが国の行政法 との基本的な
相 違 があ る と考 え る。
(たなかだて しょうさつ)
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